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事業事前評価表 

 

国際協力機構農村開発部水田地帯第一課 

１．案件名                                                 

 国 名： パプアニューギニア国 

 案件名： 和名 小規模稲作振興プロジェクト（フェーズ２） 

 英名 The Project on Promotion of Smallholder Rice Production (Phase 2) 

  

２．事業の背景と必要性                                       

（1）当該国における農業セクターの現状と課題1 

大洋州最大の人口（国連推計約 700 万人）を抱えるパプアニューギニアでは、農業

セクターが人口の約 8 割の生計を支えており、その多くが自給食料の生産と輸出換

金作物であるコプラ、コーヒー、カカオなどを栽培する小規模農家である。かつては食

料自給が可能であったが、人口増加と、都市化、産業開発及び食生活の変化により、

食料需要が大きく増え、現在、穀物や肉など多くの食料を輸入に依存している。特に

コメはパプアニューギニアにおける重要な主食の一つとなっており、年間 15～20 万ト

ンが輸入される一方で、国内生産は推定約 1 万トンであり、供給を専ら輸入に依存し、

その結果、外貨流出が年間 3 億キナ(約 90 億円)以上に及んでいる。農家ではコメの

購入が大きな支出の一つになっており、小規模農家の家計の大きな負担になってい

る（家計の 5%～15%2）。 

上の状況に対処するために本事業のカウンターパート機関である農業畜産省は食

糧安全保障政策として稲作の振興を国家戦略として掲げており、特に小規模農家へ

の普及に重点を置き、同省食糧安全保障局に稲作普及課（REU）を設置し、全国への

稲作の振興を各州と協力しながら実施する体制をとっている。2003 年から 2008 年に

実施された技術協力プロジェクト「小規模稲作振興計画」（以下、フェーズ１）では、小

規模稲作技術の整理と強化（低投入の陸稲栽培管理、手動木臼による収穫後処理、

種子の自己生産と保存、稲作技術のサイクル化）や農民間普及手法（モデル農家ア

プローチ）を導入し、モデル農家育成、地方政府による普及サービスの構築（モデル

農家支援システム構築、公営精米所の機能強化、種子配布の実施）、および中央行

政の政策実施・機能強化（REU組織の立ち上げやガイドライン策定）を行った。その結

果、対象州のモデル郡にて73名のモデル農家が育成され、2,230農家が当プロジェク

                                                  
1 パプアニューギニアは地理的にも社会的にも分断された複数の部族社会によって形成され行政機関

の能力が低いこと、また、本事業の対象が遠隔地の村落の半自給的農家であることから、基礎統計の

入手が困難である。政府と各援助機関はこうした状況を踏まえ、「推測値」を基に開発事業を実施して

いる。本事業もこれに倣い、実測値が不足する場合にはデータの出典を記載した上で推測値を用いて

いる。 
2 「小規模稲作振興計画」農家調査（2008）より推定。 

技プロ用 
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トの普及を受けながら稲作を栽培するに至った。また、稲作振興の担い手となる州政

府農業畜産局スタッフの稲作普及計画の策定やモニタリング、報告書作成等の事業

実務管理能力が向上し、プロジェクト対象２州政府（東セピック州、マダン州）は州政

府独自の稲作振興予算配賦を開始するなど、地方政府のイニシアティブによりモデ

ル農家アプローチによる稲作普及が行われる体制が構築された。その後、農業畜産

省はフェーズ１終了時の提言を受け、独自のプログラムとして小規模稲作の「延長フ

ェーズ」の実施を決めた。同プログラムでは、小規模稲作3の普及対象として、州とし

て独自の普及予算を確保した 2 州（マヌス州、ミルンベイ州）を加え、対象地を 4 州に

拡大した。 

現在、フェーズ１対象 2 州内でも普及地域を拡大し、モデル農家がフェーズ１終了

時の倍近くに増加（マダン州は 41 人から 117 人、東セピック州は 32 人から 87 人に）

している。また、新対象 2州では、それぞれ 5人（計 10 人）の農家がモデル農家研修

を受け、稲作普及を開始している。 

このように稲作普及の拡大が行われる一方で、病害虫による被害や休耕期間の短

縮化による収量低下が明らかになっており、モデル農家によるこうした技術的問題へ

の初歩的対応が要望として挙げられている。また、旧対象 2 州ではモデル農家の活

動報告が不安定で、稲作普及の実態を把握し的確な行政施策を策定するためにもモ

デル農家のモニタリングや支援方法の改善が必要となっている。このように、フェーズ

１で導入したモデル農家アプローチやその支援システムの改善を行い、さらに新対象

州で導入していくことが求められる。 

一方、稲作農家からは手動精米技術だけでなく、公営・私営の精米所による機械

精米サービスへの要望が依然として大きいが、村落部では精米機械の機械操作や

維持管理の問題により稼働が不安定な精米機が多く存在している。フェーズ１ではモ

デル公営精米所の改善と実践マニュアルの作成を行ったが、機械の修繕・維持管理

などの技術指導や、現地の能力に応じた適切な精米機を導入しサービスを改善する

ための指針が引き続き必要である。 

加えて、行政機関の体制面については、フェーズ１では中央政府のコメ普及体制を

構築したが、コメ栽培に関する正確な統計情報が存在しないため、次の段階として全

国的な食糧安全保障政策を実施するための障害になっている。また、地方分権を背

景とする中央と地方の連携不足や共通の普及ガイドラインの未整備などの課題があ

り、引き続き行政の実施面での強化が必要である。 

 

（2）当該国における農業セクターの開発政策と本事業の位置づけ 

本事業は、現金収入が限られる小規模農家に低投入の稲作技術を普及すること

                                                  
3フェーズ１により整理された、陸稲栽培管理、種子の自己生産と保存、手動木臼の導入による安定的

な収穫後処理といった低投入だが安定的な収量を得るための稲作技術。 
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により、各農家におけるコメの自給を促進し、米購入にかかる支出を削減する。小規

模農家における食糧自給率の向上、支出の削減と摂取カロリーの増加による貧困削

減に貢献するほか、余剰米の流通拡大による地域内の食糧安定供給およびコメの国

産化にも貢献する。 

パプアニューギニア政府は、長期的な国家開発計画として、2050 年にあるべき姿

を「PNG Vision 2050」として発表し、鉱物資源への依存から脱却し、農水産業などの

持続可能な産業推進による経済成長を目指すとしている。これを受けて、稲作は「戦

略計画(2010-2030)」や「中期開発計画(2011-2015)」など国家計画モニタリング省が

策定した国家計画の農業セクターにおける戦略作物の一つに位置づけられており、

これら国家計画では特に国内稲作農家のエンパワメントや収穫後処理の改善を進め

る必要があるとしている。また、農業畜産省の「国家農業開発計画（2007-2016）」で

は食糧安全保障、貧困削減のために農業セクターを持続的な形で生産性の高い経

済セクターに転換することを目指しており、本事業は同計画に合致している。また、農

業畜産省「稲作開発政策（2004-2014）」においてもコメの国産化は高い優先順位が

置かれている。 

パプアニューギニアでは食用作物の普及活動が長く存在しなかったが、現在、小

規模稲作の普及はその重要性から唯一国の普及予算が割り当てられている。簡易

な技術を用い、部族社会の特性にも合致した費用的に効率的なモデル農家アプロー

チは、パプアニューギニアにおける有効な普及アプローチとして採用されており、本事

業はこのアプローチによる農業畜産省の小規模稲作普及プログラムを支援するもの

である。 

 

（3）農業セクターに対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

パプアニューギニアにおける我が国の援助方針を示す事業展開計画（2010 年 8月）

の重点分野「経済成長基盤の強化」の開発課題「島嶼経済の活性化」においては、人

口の 80%が居住する地方では交通アクセスが悪く行政サービスが行き届かないため

住民の生活は厳しい状態のままであり、行政側の機能強化と住民側の能力強化を課

題としてあげている。さらにその対応方針として本事業展開計画では、需要の高い農

作物である稲作の普及等にかかる支援を継続的に展開するとしている。本事業は稲

作の振興と共に関連行政機関の能力強化と伝統社会に立脚したモデル農家の活動

強化をアプローチとしており、上の援助方針に合致する。また、本事業は、同計画の

重点分野「経済成長基盤の強化」に属する「産業振興プログラム」の下に位置づけら

れ、同プログラムの目指す地方行政機関の能力強化や農民の育成に関わるもので

ある。 

 

（4）他の援助機関の対応 
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台湾農業技術団はモロベ州やセントラル州等において種子配布システムの構築や

「認定」種子の生産、試験展示栽培を行い、稲作の生産効率向上を図っている。中国

は湖北大地国际经济技术合作有限公司が西ハイランド州のハイランド農科大学を拠

点として、陸稲と野菜栽培の技術協力を実施している。日本のNGOであるオイスカは

東ニューブリテン州で研修センターを運営しており、全国から研修生を集め稲作を含

む農業研修を行っている。 

 

３．事業概要                                                

（1）事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 

本事業は、需要の高い主食作物である稲作の普及を目的に、プロジェクト対象4州

において、①稲作普及サービスの改善、②機械式精米サービスの改善、③農業畜産

省による稲作政策実施の強化を行うことにより、小規模農家が持続的に栽培できる

稲作技術を普及し、もって対象地における食料の自給率の向上に寄与するものであ

る。 

 

（2）プロジェクトサイト／対象地域名 

マダン州、東セピック州、マヌス州、ミルンベイ州 

 

（3）本事業の受益者（ターゲットグループ）  

対象 4州の農業普及関係職員（約 120 人） 

対象 4州の小規模農家（約 11 万戸） 

 

（4）事業スケジュール（協力期間） 2011 年 11 月～2015 年 4 月（計 42 ヶ月） 

（5）総事業費（日本側） 2.5 億円 

（6）相手国側実施機関： 農業畜産省食糧安全保障局 

（7）投入（インプット） 

1）日本側 

専門家派遣： チーフアドバイザー/普及計画管理、業務調整/行政強化、稲作栽

培技術、収穫後処理技術等、3 年間で 68MM程度 

供与機材等： 活動用車両、精米機、事務用機器 

プロジェクト活動経費 

 

2）パプアニューギニア国側 

カウンターパート配置（中央 4名、地方各 1名、計 8名）、プロジェクト事務所、活動

用車両、プロジェクト活動経費 
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（8）環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境に対する影響/用地取得・住民移転 

①カテゴリ分類：C 

②カテゴリ分類の根拠：本事業による環境への影響等は非常に限定的である。 

2)ジェンダー・平等推進/平和構築・貧困削減 

本事業はパプアニューギニアの農村人口の多数を占める貧しい小規模農家を対

象にしており、コメの自給と家計支出の削減により貧困削減を行なうものである。また、

貧困農家が参加しやすい簡易で低投入な稲作技術を採用している。 

3)その他 

特になし。 

 

（9）関連する援助活動 

1）我が国の援助活動 

対象各州の農業畜産局に青年海外協力隊（村落開発）を派遣しており、稲作の普

及にあたっている。また、マダン州職業訓練校にシニアボランティア（農業機械）を派

遣する予定があり、これらボランティアと人材育成および普及面での連携を行う予

定。 

 

2）他ドナー等の援助活動 

 フェーズ１では、対象州で研修が可能になるまでオイスカにモデル農家の研修実施

で連携した。本事業においても補完研修の策定と実施において同団体の研修センタ

ーと職員を、技術リソースとして活動レベルで活用・連携することで、効率的な事業実

施が期待される。また事業後の体制構築も視野に入れ、更なる連携を強化すること

により、全国展開に向けた農業畜産局活動の側面支援の実現を図る。 

 

４．協力の枠組み                                             

（1）協力概要 

1）上位目標 

対象州における稲作生産者と生産量が持続的に拡大する。 

指標：対象州の小規模稲作農家の増加数、無作為抽出された小規模農家の 3 年以

上の稲作実施率と収量等 

 

2）プロジェクト目標 

モデル農家アプローチとその支援システムの適用と改善によって対象州において小
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規模稲作が普及される。 

指標：小規模稲作農家の増加数、本事業により訓練されたモデル農家から指導を受

けた農民の数等 

 

3）成果及び活動 

成果１：モデル農家補完研修4の実施とモニタリングシステム5の改善によりモデル農

家アプローチとその支援システムによる稲作普及サービスの実施体制が改善す

る。 

指標：補完研修を受け合格したモデル農家の数、モニタリング改善計画を採用する郡

または LLG(Local Level Government)6の数、外部要員なしで補完研修を実施できる

REU と州職員の数等 

活動：①モデル農家補完研修のカリキュラム開発、②モデル農家補完研修の実施計

画案の作成、既存モデル農家への研修実施、③モニタリングシステムの見直し(モ

デル農家の報告書様式・言語、報告書の提出方法等)、④関係地方政府職員の参

加によるモニタリング改善案の作成と実施、など。 

 

成果２：公営・私営精米所による機械式精米サービスが改善する。 

指標：精米サービス改善計画を実施する郡の数、推奨機を導入した精米所の精米量

と歩留(%)、精米所での推奨機の導入数、故障精米機の比率、等 

活動：①機械精米サービスの調査（精米所職員の技術ニーズ、精米機の技術仕様書

や性能の調査と公表）、②全国共通および各州における機械精米サービスの改善

計画の立案（技術仕様に係る勧告や推奨機械の運用収支分析、既存機械設置の

改善案等）、③各州・郡における改善計画の試行、④モデル精米所における推奨精

米サービスの展示、⑤精米所職員に対する精米機の運用と機械精米サービス施設

の管理に係る研修 

 

成果３：農業畜産省の REU と食糧安全局による稲作政策実施が強化される。 

指標：農業畜産省の働きかけによりモデル農家アプローチによる稲作普及制度を新

たに導入した州の数、小規模稲作普及ガイドラインの承認・採用、機械精米サービ

スガイドラインの承認・採用 

活動：①ベースライン調査（全国を対象とする国内米生産とコメ消費に関して）、②稲

作関連の情報共有の機会創出（全国の管理会議や州レベルの課題別会議など）、

                                                  
4 フェーズ１で構築したモデル農家研修に含まれない土壌管理や病虫害対策などの科目を含む既存

のモデル農家の知識と技術を改善するための研修。 
5 モデル農家が企画した普及活動を地方政府が評価し、資金や技術のインセンティブを与え、報告書

の回収等によりモデル農家の活動状況や普及状況を把握する方法。 
6 郡の一段下の行政区 
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③定期ニューズレター編集等の情報発信、④モデル農家アプローチの対象州拡大

の促進、⑤小規模稲作普及ガイドラインの修正提案書作成、⑥機械精米サービス

ガイドラインの作成など 

 

4）プロジェクト実施上の留意点 

・本事業は、先方政府が自己予算で実施している稲作普及プログラムを強化するた

めの支援活動を実施するものであり、同プログラムの弱点を補強し関係機関の能力

を強化することによる普及体制の強化に重点を置いている。 

・本事業では、成果１において、普及現場での普及アプローチの改善と普及担当者

（モデル農家と地方政府職員）の能力向上を行い、成果２では、農家にとって稲作生

産の継続と生産拡大にとって重要な機械精米サービスの改善を行なうことで、プロジ

ェクト目標である小規模稲作の普及に直接的に貢献する。一方、成果３では、稲作普

及を担う中央・地方行政機関が有効な政策・施策を実施し、全国的に展開するために

必要な体制を構築することで、プロジェクト目標および上位目標を達成するための条

件を整えることを目指している。 

・パプアニューギニアは交通インフラが脆弱で、本事業では離島や島嶼を含む遠隔の

村落における半自給作物を対象としており、行政機関の能力も限られていることから、

データ収集に多くの困難が伴うことが過去の経験等から明らかになっている。したが

って、本事業では把握可能な行政機関の活動結果およびモデル農家の報告により収

集可能なデータを中心に指標を設定する。 

・モデル農家アプローチはパプアニューギニアでこれまで困難であった主食作物の普

及の実施を可能とした事例となっており、政府による支持は高く、小規模農家の稲作

生産に対するニーズも高い。また、本事業を通じて国・州の実施機関は課題対応およ

び政策実施にかかる必要な経験が蓄積され、実施体制の強化が期待できる。今後、

適切な予算執行を行うことで継続的な中央政府および地方政府における予算確保も

見込まれることから、持続性は高いと見込まれる。 

 

（2）その他インパクト 

・本事業は低投入で持続的な自給向けのコメを生産する農家の増加による地域の食

料事情の安定を趣旨とする一方、農家の家計改善や栄養状況の改善なども見込ま

れる。 

 

５．前提条件・外部条件 (リスク・コントロール)                          



 8 

（1）事業実施のための前提 

・現行の農業畜産省による小規模稲作普及プログラムが継続して実施される。 

・農業畜産省に稲作普及活動の実施予算が配賦される。 

 

（2）成果達成のための外部条件 

・治安状況が悪化しない。 

 

（3）プロジェクト目標達成のための外部条件 

・農業畜産省食糧安全保障局および対象州の C/P において大幅な異動が発生しな

い。 

・深刻な病虫害が大流行しない。 

・農業生産に影響を与えるような極端な異動気象が発生しない。 

 

（4）上位目標達成のための外部条件 

・中央政府と地方政府が農業政策の実施にあたって「生計のための小規模稲作振

興」への予算配賦を予定通り続ける。 

 

６．評価結果                                                

本事業は、パプアニューギニアの開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と合致し

ており、社会背景に留意したアプローチを採用していることから妥当性が高く、プロジ

ェクト期間中に実現可能で、計画の適切性が認められることから、実施の意義は高

い。 

 

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用                           

パプアニューギニアは言語の異なる多数の部族から構成される社会であり、部族

の論理が強く働き、農村部では政府の介入が強く及ばないとされている。本事業のフ

ェーズ１（2003 年～2008 年）では、逆に各部族におけるコミュニティの結束を利用して

各グループからモデル農家を選定し、部族への貢献意欲を利用して稲作技術を普及

させるアプローチが機能したことが確認されている。本事業においても、フェーズ１の

教訓を踏まえ、住民の稲作の自給に対する強いニーズに対して現地の能力に合わせ

た適正技術を用いることで対応し、かつ部族社会と地方分権化の特質を活用したア

プローチを採用する。 

 

８．今後の評価計画                                          
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（1）今後の評価に用いる主な指標 

  ４．（１）のとおり。 

（2）今後の評価計画 

事業開始 6 ヶ月以内 ベースライン調査 

事業中間時点 運営指導/中間レビュー 

事業終了 6 ヶ月前 終了時評価 

事業終了 3年後 事後評価 

以 上 


